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第 章 序論

我々人類の活動規模は、 世紀後半の産業革命による大量生産、大量消費、大量廃

棄型の社会への移行とともに急激に拡大してきた。この人類の活動規模の急激な拡大

はこれまでの地球環境のバランスに大きな影響を与えているとされている。代表的な

ものとしては、地球温暖化や酸性雨、オゾン層の破壊など大気・気象の異常や、森林

資源の減少や土壌劣化、水質汚濁など生態系の破壊などが挙げられ、人類の「持続可

能な発展」のためには、我々個人の生活が地球環境に負荷を与えていることを自覚し、

責任のある行動をとることが必要不可欠である。

欧米ではエネルギー・環境教育を重要視し、指導者の育成やカリキュラムや教材の

開発など積極的な取り組みを行っている。我が国ではこれまでエネルギー・環境教育

に特化した教育は行われていなかった。

我が国の教育体制は、第二次世界大戦以降大きな構造改革を行っていない。それに対

して社会構造は高度経済成長からバブル崩壊を経て急激に変化し、前述のエネルギー・

環境問題のみならず、国際化、情報化や、長引く経済不況などの社会問題の発生など

急激な変化に対応できているとは言えず、現在の教育体制が社会に適合していないと

して、各方面から教育改革を求める声が高まっている。

そんな中、文部科学省は、教育の現状や課題を踏まえ、教育改革のための具体的な

施策計画を 世紀教育新生プランとして取りまとめ、教育改革の施策を打ちだした。

そのひとつの具体例として「総合的な学習の時間」の創設が挙げられる。「総合的な

学習の時間」は、学習者が自ら学び自ら考える力や学び方やものの考え方などを身に

付けさせ、よりよく問題を解決する資質や能力などを育むことを目的としており、各

学校で特色や生徒の興味・関心から活動内容を定め、自然体験やボランティア活動な

どの社会体験など体験的な学習や問題解決的な学習などさまざまな試みが行われてい

る。その題材としてエネルギー・環境問題が取り入れられ、エネルギー・環境教育が

重点的、体系的に実践されるようになった。

また、総合的な学習の時間は学校ごとに独自の試みが行われるが、その中で注目さ

れているものにディベート教育がある。ディベート教育の利点は、他者に自分の考え

を伝えるために論題に対して主体的に理解するようになり、また、他者とのインタラ

クションを通して他者の考え方や価値観を理解して、それが刺激となって自己の考え



や価値観を見つめなおすことに結びつくことが期待できる点である。

このように論理的思考、批判的思考、コミュニケーション能力向上と論題に対する

深く、多面的な理解といった高い教育効果からディベート教育は、小・中学校、高等学

校の総合的な学習の時間にとどまらず、より広くの教育現場からの注目を集めている。

京都大学エネルギー科学研究科の昨年度「エネルギー社会・環境科学通論」の最終

講義において本研究室鮫島らによるネットワークを介した議論支援システム

を用いて、エネルギー・環境問題を論題とするディベート形式の議論を行った。

による議論では、情報技術とネットワークを利用することにより、これまで一般的に

講義でディベートを行う際に問題であった、学生全員へのディベート参加機会の確保

が可能になった。また、ログ情報を議論の振り返りや教員による評価に活かすことが

できると考えられる。

そこで、本研究では、昨年度の講義への適用結果から、より教育効果の高い議論を

講義に適用する手法の創出を目的とする。

本論文では、本研究の詳細を以下のように述べる。第 章では、本研究の背景およ

び目的について、第 章では、昨年度講義に用いた議論支援システム の概要及

び講義への適用結果と本研究で提案する議論支援システムの仕様の見当について、第

章では、新たな議論支援システムの詳細な設計と開発について、第 章では、新たな

議論支援システムの今年度総合評価ディベートへの適用について述べる。 章では、本

システムの更なる改良についての検討を示す。最後に、第 章では、本研究を総括し、

本研究の結果と今後の課題について述べる。



第 章 研究の背景と目的

研究の背景

エネルギー・環境問題の深刻化

我々人類の活動規模は拡大の一途をたどってきた。世界の人口は 世紀の間におよ

そ 倍に膨れ上がり（図 ）、人口増加と産業革命による社会構造の大量生産、大量

消費、大量廃棄型への変化により、 の合計は 世紀後半だけで 倍に、さらに、

エネルギー消費量は 倍に膨れ上がった。

図 世界人口の推移

また、この大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会は、地球環境に対し大きな負担

をかけ環境問題を引き起こしている。地球温暖化や酸性雨、オゾン層の破壊など大気、

気象の異常を引き起こし、森林資源の減少や土壌劣化、水質汚濁など、生態系を破壊

している。



また、発展途上国のこれからの人口増加と大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会

構造への移行により、このまま対策を講じなければ、環境問題は急速に悪化する恐れ

がある。

教育改革の動き

現在、我が国は 項でも述べたようなエネルギー・環境問題のみならず国内外に

経済不況や政治的課題など多くの社会的問題を抱えている。しかし、これらの問題は

さまざまな要素が絡み合い複雑であるため、解決の方向に導くためには問題を総合的

に思考・判断し、賢明な選択・意志決定を行っていくことが必要である。現在の教育に

対してもそのような問題解決能力に優れた人材の育成が期待されている。

しかし、教育に大きな期待が寄せられる反面、一向に好転する気配を見せない社会

情勢に国民や社会の教育に対する信頼は大きく揺らいでいる（図 ） 。

文部科学省は、我が国の教育の現状と課題 を以下のようにとらえ、教育改革の施

策を行っており、教育体制は現在大きく変わろうとしている過渡期にあるといえる。

　少子化や都市化の進展、家庭や地域社会の「教育力」の著しい低下などを背景

として、我が国の教育は、いじめ、不登校、校内暴力、学級崩壊、凶悪な青少年犯

罪の続発など深刻な問題に直面している。また、個人の尊重を強調する余り「公」

を軽視する傾向が広がり、青少年が「孤の世界」に引きこもる傾向がある。

　行き過ぎた平等主義による教育の画一化や過度の知識の詰め込みにより、子ど

もの個性・能力に応じた教育が軽視されてきた可能性がある。

　科学技術の急速な発展、経済社会のグローバル化、情報化など社会が大きく変化

する中で、これまでの教育システムが時代や社会の進展から取り残されつつある。

エネルギー・環境教育

項でも述べたとおり、エネルギー・環境問題は深刻化しており、我々は、この

ような社会構造から個人生活のあり方まで、現代の文明のあり方を根本から変える必

要に迫られている 。そして、将来世代も自然の恩恵を受けることのできる社会、す

なわち「持続可能な社会」実現のために、個人がエネルギー・環境問題に対して関心

と当事者意識を持ち、価値観を「地球を持続可能なものにするために責務を負ってい

る」ように変えていかなければならない。例えば、過剰な消費を抑えるために政策や



図 低下する教育への満足度

法律なども必要となるが、こうした社会的な枠組みは我々国民が支持しなければ成り

立たない。そのためには、まず我々国民の意識が成熟することが必要であり、エネル

ギー・環境教育が担う役割は大きい。

欧米諸国では、さまざまな教育の中でもエネルギー・環境教育を非常に重要なもの

と位置付け、推進体制を整え、指導者を養成し、カリキュラムや教材を開発するなど、

積極的な取り組みを進めている。

対して、これまで我が国でエネルギー・環境教育は、学習要領における位置付けが

明確でなく、社会や理科などの教科の中で分散した形で行われてきた。しかし、

年の教育課程審議会答申により小・中・高等学校教育の新学習指導要領 に、「総合的

な学習の時間」が加えられ、教科の枠を越えて横断的・総合的課題の学習活動が行わ

れるようになった。そして、その題材の一つにエネルギー・環境問題が取り入れられ、



エネルギー・環境教育が重点的、体系的に実践されるようになった 。

総合的学習の時間

総合的な学習の時間は、新学習指導要領によると、これまでの画一的な学校の授業

ではなく 節で述べたように、エネルギー・環境以外にも、国際理解、情報、福祉・

健康などの横断的・相互的な課題、生徒の興味・関心に基づく課題、地域や学校の特

色に応じた課題を扱う授業として解説されている。そして、生徒が自ら学び自ら考え

る力を身に付けさせ、よりよく問題を解決する資質や能力などを育むことを目的とし

ており、各学校がそれぞれに活動内容を定め、自然体験やボランティア活動などの体

験的な学習や問題解決的な学習などさまざまな試みが行われている。その中で注目さ

れているもののひとつにディベート教育がある。図 に埼玉県立春日部東高等学校の

総合的な学習に時間に行われたディベートの様子を示す。

図 総合的な学習の時間に行われたディベート（埼玉県立春日部東高等学校）



ディベート教育

ディベートとは、あらかじめ設定された論題を用い肯定側・否定側の立場に分かれ、

一定の持ち時間、順番等の試合形式に従って行う議論である。また試合終了後にジャッ

ジが双方の説得力を比べ勝敗を決する。

ディベート教育の利点は、自分の考えを他者に伝えるために論題に対して主体的、論

理的に理解するようになる点、そして他者とのインタラクションを通して他者の考え

や価値観を理解し、それが刺激となって自己の考えや価値観の気づきに結びつくこと

が期待できる点である。

つまりディベート教育では、論理的思考、批判的思考、コミュニケーション能力向

上と、論題に対する深く、多面的な理解といった高い教育効果が期待できるというこ

とである。このような教育効果からディベート教育は、小・中学校、高等学校の総合

的な学習の時間にとどまらず、広い教育現場からの注目を集めている。

しかし、ディベート教育を実際に講義で行う場合、ディベートを行うことができる

講義参加者が限られてしまうという問題が生じる。

亜細亜大学の栗田 は自らが受け持つ教養科目の講義で、学生に社会的な問題を自

ら考えることを身につけさせるために、対話的な要素、討論的な要素を講義の中に組

み込もうと試みた。しかし、大学での教養科目の講義ということで出席者も多くなる

ため、以下の手順で紙上討論を行った。

教員は事前にレポートとして学生にテーマに対して賛成もしくは反対の立場から

考えをまとめ提出させ、これを紙上討論の材料とする。事前準備として全レポー

トの中から批評するに足りるようなものを選び、コピーを数部ずつ用意しておく。

討論では教室の最前列の机に用意したレポートのコピーを置く。学生はその中か

ら一部ずつ選んで自分の席に持ち帰り、内容と自分より前に読んだ人の批評を読

んで自分の批評文を書き、自分の批評文とレポートのコピーをクリップで留め最

前列の机に返却する。これを繰り返し、自分とは逆の立場の つ以上、合計 つ

以上のレポートに対して批評を行う。

討論翌週にまとめとして教員が学生の書いた批評文について感じたこと、テーマ

についてのコメントをする。

栗田は、この講義での紙上討論は学生のテーマについての関心を深め、他者の価値

観からテーマについての理解を促したとしている。しかし、レポートの分類やコピー



といった準備に手間がかかること、討論では全体の進行と個人への対応を並行して行

わねばならないことを課題としてあげている。

ネットワーク技術の発達

近年のインターネットをはじめとするネットワーク技術の発達と普及により、それ

まで単体で稼動していたコンピュータが相互に結ばれ、まさに世界中を網羅する情報

網が形成されつつある。このネットワーク環境により、諸活動に必要な資料はネット

ワーク設備が整っていれば、時間と場所を問わずに利用することが可能になった。そ

の結果、あらゆる資源、情報の分散化、共有化、再利用が実現した。このような環境

のもとでは、情報を時間と空間を問わずに公開したり、人間が分散している環境をネッ

トワークで結んだりすることが可能であり、この環境を利用した新たな学習形態のひ

とつである の研究が盛んに行われている。

とはコ

ンピュータ支援による協同作業・協調学習を指し、そのために開発されたソフトウェ

アをグループウェアという。グループウェアの分類を表 に示す。

表 グループウェアの分類

時間特性

同一時間 非同一時間

同一空間 ・対面型会議の進行運営支援 ・プレゼンテーション支援

・対面型会議の進行運営支援グループの意思決定支援 ・プレゼンテーション支援プロジェクトの管理

空 ・対面型会議のコミュニケーション支援 ・情報共有環境の提供

間 ・議事メンバーとしてのコンピュータ ・総合的なグループ作業支援

特 非同一空間 ・遠隔コミュニケーション支援 ・グループのスケジュール管理

性 ・コンピュータの画面共有 ・共同文章執筆

・遠隔データ ビデオ会議システム ・非同期なデータ ビデオ会議システム

・インフォーマルなコミュニケーション支援 ・テキスト・フィルタリング

・会話の構造化

京都大学エネルギー科学研究科では、エネルギー持続型社会形成を目指して、理工

系に人文社会系の視点を取り込みつつ学際領域としてエネルギー科学の学理の確立を

はかり、地球社会の調和ある共存に寄与する、国際的視野と高度の専門能力をもつ人

材を育成する ことを基本理念としており、さまざまなバックグラウンドをもつ学生

が集まっている。このように異なる価値観を持つ他者とのインタラクションの機会を

持つことは、ディベートの性質から非常に有効であると考えられる。



昨年度エネルギー科学社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱの最終講義「総合評価」では、鮫

島らによるネットワークを介した議論支援システム

を用いてエネルギー・環境問題を論題としたディ

ベート型の議論を行った。

では参加者がパソコンの ブラウザを使ってサーバにアクセスして議論

を行う。それにより、講義でディベートを行う際に問題であった学生全員へのディベー

ト参加機会を確保することが可能になった。更に、 ではサーバが全ての参加者

のログを管理し、ログ情報の保存を行う。ログ情報の保存することにより、議論の振

り返りや教員による評価が可能になる。

本研究の目的と位置付け

節で述べた背景より、本研究では、講義でより教育効果の高い議論を行う手法を

創出することを目的とし、昨年度の による総合評価における議論実施結果を考

察した。その結果から の特長を踏襲しつつ、 を全面的に作り直した新た

な議論支援システムを開発した。そして、新たな議論支援システムを本年度の講義に

適用し、その結果から有効性を評価して来年度に向けての指針を作成する。

本研究ではディベートの教育効果（狙い）を以下の 点と定義する。

「論題への多角的な理解」：論題に対してこれまでには持っていなかった論点からアプ

ローチすることができるようになること。これは主に他者とのインタラクション

において、これまで自分がもっていなかった他者の価値観、考えに触れることに

よって促される。

「論題への深い理解」：論題のある論点に対して更に掘り下げて理解することができる

ようになること。これは他者に自分の考えを伝えようとすることによる主体的な

理解と他者とのインタラクションにおいて他者の考えからの影響により促される。

「論理的思考」：発言に論理的な説得力を持たせる能力。発言に論理的なつながりを持

たせ、他者に反論の余地を与えないように発言を組み立てる際に鍛えられる。

「批判的思考」：対立側の発言の弱点をつくことができる能力。論理的思考とは逆に、

質問・反論を行う際に他者の発言の論理的矛盾を探す際に鍛えられる。



「情報整理能力」：多くの情報の中から、正確で必要な情報を得ることができる能力。

情報技術の発達により大量に得られる情報の中から自分が必要とする情報を選び

出す際に鍛えられる。

「文章作成理解能力」：自分の意図を相手に伝え、相手の意図を理解することができる

能力。他者とのインタラクションにより鍛えられる。

また、本研究では と同様に以下に示す情報技術やネットワークの利点を生か

して、より教育効果の高い議論を行うためにコンピュータを使ったネットワーク型の

議論支援システムを構築する。

利用者間の地理的・時間的な制限を排除することができ、より多くの人が参加で

きる。

議論の内容がログ情報として残るので、後での振り返りや教師の評価に用いるこ

とができる。

性別・年齢・社会的地位などの個人の属性に左右されずにコミュニケーションが

可能になる。

これまでは排除されてきた少数意見の人にも、平等に発言する場を提供すること

ができる。

情報教育にも役立つ。

具体的には以下の手順で研究を行う。

昨年度総合評価ディベートの結果から問題点を洗い出す。

新たに議論支援システムを設計・構築する

議論支援システムを本年度総合評価ディベートに適用する。

本年度の講義への適用結果から議論支援システムの改良を検討する。



第 章 議論支援システム の講義への適

用結果と改良方法の検討

議論支援システム について

世紀の大量生産・大量消費・大量廃棄のライフスタイルは、今日の地球環境問題

を深刻化させた。国際社会では、将来世代も自然の恩恵を受けることのできる「持続

可能な社会」の実現に向けて合意し、動き出している 。そして、「持続可能な社会」

の実現には、市民一人一人の意識の変革が必要不可欠であり、それを行う環境教育が

重要視されている。環境問題のような広い視野が必要な問題では、多様な人々の意見

交換が重要と考えられる。

は、環境問題の特長を考察し、議論参加者が各自の考えを明確にし、建設的

な意見の出せる議論にするための議論モデルに基づいた電子掲示板のような複数の参

加者が文字ベースの議論を行うことができるシステムである。参加者には事前に論題

と論題に対する議論における立場が与えられ、参加者は議論までに与えられた論題と

立場にしたがって発言材料となる情報を収集する。

鮫島は、環境教育の方法として議論形式の学習に着目した。そして、議論参加者が

共に特定の議題について議論することによって、それぞれの議論参加者が、環境問題

に対して自ら学ぶ力（学び方形成）と自ら価値判断できる認識（認識形成）を形成し、

その結果、環境問題の解決に自主的に取り組むような環境意識を啓発すること 人間形

成 につながるという考えに基づき議論モデルを提案した 。提案する議論モデルは、

発言そのものや自己や他者の考えの評価を明確に表現するための基本概念で、議論の

進展の論理構造を明示する「論理構造提示モデル」と、各自の価値観を元に提案に対

する立場を明示する「立場算出モデル」で構成された。

論理構造提示モデル

論理構造提示モデルは、議論の発言の流れを、論理構造を議論の参加者が理解でき

るように視覚化するためのモデルである。議論の論理構造を表すものに図 に示す

トゥールミンモデルがある 。トゥールミンモデルは、主張 を中心とした議



論の論理構造である。主張が何らかの事実・根拠 によって支持される。そして、

事実から主張が導かれることの合理性を論証するものに論拠 が存在する。議

論の論理構造はこれら、主張、事実、論拠が基本となっているが、論拠を別の事実で

裏付ける裏付け や例外的な条件である反証 が付け加わる場合も

ある。

図 トゥールミンモデル

しかし、議論が発展して論理構造が複雑になった場合、トゥールミンモデルでは議論

の全体の流れを理解できるように表現することは難しくなりがちである。そこで

では、反論が含まれた議論でも議論の流れの論理構造を「即時的」に分かりやすく表

現できる新しいモデルとして、トゥールミンモデルをもとにした発言の性質と発言間

の関係を考慮した論理構造提示モデル（図 ）を用いた。

なお、説明のために、図 では、図 には無い発言である「 ハリーがバミュー

ダで生まれた証拠はない」を つ加えた。また、トゥールミンモデルの本来の意味で

の「主張」の意味と議論構造提示モデルでの「主張」の意味が異なる。この つを区別

するために、本モデルでは発言の性質の呼び方を、トゥールミンモデルでの呼び方と

は変えた。 では、議論のテーマを提案 と呼ぶ。これは、トゥー

ルミンモデルでは主張 に相当する。さらに、 での主張とは、発言を加

える対象となる発言 対応発言親ノードの発言 の要素を指し、提案 だ

けを指すものではない。すなわち、子ノードから見た親ノードの発言の要素が主張と

なる。例えば、図 中の「発言 」から見た場合、「発言 」が対応発言になり、その

発言の要素である「 ハリーはバミューダで生まれた」が主張となる。そして、発言



図 論理構造提示モデル

の内容に応じて、その発言の要素の性質を以下のように分類する。

根拠・事実 主張を支持する直接の証拠である。

反論 相手の主張と反対の主張を論証する。トゥールミンモデルでは反

証 に相当する。

論拠 根拠 から主張 が導かれることの合理性を立証する。

その他 議論の論理性に影響を与えない内容である。たとえば、根拠を伴わな

い同意・非同意、相手の発言のわからない所を質問・確認する場合、語句の定義

の確認などがこれにあたる。

このように議論構造提示モデルは、議論の発言間の論理構造を、議論の進展と同時

に、分かりやすくツリー状に表現することができる。



立場算出モデル

立場算出モデルとは、議論でのさまざまな発言の中から、各自の考えに合致した発

言や納得した発言を選択し、自らの価値観を内省しながら、自己の考えを整理、構築

するために用いられるモデルである。 では、このモデルで各自の価値観を考慮

しながら、各自の提案 に対する賛成・反対の立場を算出する。

鮫島は各自がある提案に対して評価するときには、意識的あるいは無意識的に、い

くつかの観点から様々な考えを比較して、総合的に判断して結論を出す、という過程

を経ていると考えた。そして、考えを比較する観点として、それぞれの考えの説得力

や各自の価値観が、評価の結果に大きく影響すると想定し、これらを数値化して明示

することで、議論参加者が評価を下す判断材料が明確になり、質の高い評価を行うた

めの手助けになると考えた。

図 立場算出モデル

立場算出モデルを図 に示す。図中の「個人スペース」では、参加者は議論での自

他の発言から提案 に対する根拠や反論にあたる発言を選択する。そして、

提案を支持する複数の根拠 と提案に反論する複数の反論 それぞれ

に、説得力に関する点数 と価値観に関する点数 を決める。

説得力に関する点数は、根拠や反論が論理性の観点から、どの程度説得力があるか

を表す値である。例えば、論拠が全く述べられていないひとりよがりな根拠は 点、論

拠などで裏づけがしっかりされている反論は 点というように、議論での各発言に対



して議論参加者がそれぞれ 段階で点数を決め、議論参加者の平均をとった値を説得

力に関する点数とする。

また、価値観に関する点数は、その根拠や反論がどのくらい重要であると思うかの

個人の価値観を表した主観的な値である。価値基準としては、環境問題の議論に関係す

るとされる表 の「技術」「便利さ」「経済」「自然」「国際化」の つを用いる。各自

の価値基準の重要度は、直接値を設定して決めるのではなく、自己の価値観を内省しな

がら決められるように、 階層的意思決定手法 の

一部を用いて決定する。議論中の各発言にはその発言が関連する価値基準の種類が発

言者により決められていて、その価値基準の重要度の値が価値観に関する点数となる。

表 環境問題に関する つの価値基準

価値基準 内容

技術 技術革新を重視する

便利さ 便利さを重視する

経済 経済を重視する

自然 自然保護の視点を重視する

国際化 国際的な規模での視点を重視する

それらの積 × は、その人がその根拠や反論を、提案に対する根拠や反論として

どの程度重要と考えているかを表すと仮定する。また、式 に示す根拠側の重要度の

値の和から反論側の重要度の値の和を引いた値の正負は、その人が提案に対して総合

的に判断して、賛成・反対のどちら寄りの立場であるかを表す。

賛成・反対の立場は、値が正なら賛成、負なら反対となり、絶対値が大きいほどより

強い賛成、反対となる。自分や他人のこれらの値やその推移を知ることは、他者との

考えや価値観の違いを理解し、自己の考えや価値観を内省する契機を与えることが期

待できる。



による議論支援

による議論支援の全体の概念を図 に示す。議論中に参加者は、 議論の

場で発言する・発言を閲覧する、 自分のノートを作成して自己の考えを整理する、

他人のノートを閲覧して他者の考えを知る、の 点を行う。

図 による議論の概念図

議論の場で発言する・発言を閲覧する 議論参加者の発言を、「論理構造提示モデ

ル」を使って発言間の論理構造を提示する。論理構造を明示して議論を進めること

は、議論参加者に発言間の論理関係を考えながら議論させるため、自ずと課題に

ついて論理的に考えさせる訓練になり、「学び方形成」を促すものと期待できる。

自分のノートを作成して自己の考えを整理する 議論の質の向上のために議論中に

メモを取って意見を整理することが有効であり、自己の考えを整理するメモのよ

うなものとして、「自分のノート」を作成する。また、「立場算出モデル」を使っ



て提案に対する賛成・反対の立場などを明示して、各人の考えの明確化の指標に

する。議論参加者が自らの価値観や考えを内省しながら、考えを整理していくこ

とは、課題に対して自ら価値判断をしていく契機を与え、「認識形成」を促すと期

待できる。一方で、自分の考えを形成していく方法を提供するという意味で、「学

び方形成」も促すと期待できる。

他人のノートを閲覧して他者の考えを知る 「自分のノート」を他の議論参加者に

公開し、「他人のノート」を閲覧できるようにする。他人のノートを閲覧できるこ

とは、他者の価値観や考えを理解しながら、課題に対する自己の考えを見つめ直

す契機を与え、「認識形成」を促すと期待できる。

また、論理構造提示モデルは での発言管理手法の中の議論の進展の論理構造を

明示化する部分に適用し、立場算出モデルは でのノート管理手法の中の根拠と

しての重要度や、提案に対する立場を提示して各人の考えの明確化の指標にする部分

に適用する。

議論の流れと画面の説明

ユーザは議論支援システムのトップページ ログイン画面 にアクセスして、あら

かじめ指定したログイン名とパスワードを入力する。

価値観を決定するための画面で、ユーザのテーマに対する現時点の価値観を決定

する。価値観は、表 に記したように環境問題を議論するときに関係する つの

価値基準をユーザがどのような割合で重要視しているかを表す値である。

議論開始。議論が進展し発言や各自のノートが表示されていくと図 のような

画面になる。

議論中の画面は大きく、「発言画面」と「ノート画面」に分かれる。「発言画面」では

各自の発言がツリー状に表示され、新しい発言やこれまでの発言に説得力の点数をつ

けることができる。「ノート画面」では自分のノートを作成していく。また他人のノー

トの閲覧もできる。なお、新しく発言したときやノートに記入したときなど、ユーザ

が何らかの行動でサーバにアクセスしたときに、全画面が更新される。



図 議論中の画面例



の講義への適用方法

伊藤らは、昨年度、京都大学エネルギー科学研究科の講義「エネルギー社会・環境

科学通論Ⅰ Ⅱ」において、エネルギー・環境を専攻する大学院生を対象とし専門的な

内容を学ぶ学生に対して を利用したグループ議論を行い大学院講義での

の利用方法を考察した 。

環境教育の議論の グループのメンバーは 名程度が最適とされている 。また、

実施時間数は、実際の 分の講義を利用するため、時間的制限から議論時間を 分

程度とし、議論についての説明、利用練習などを含め 分講義 時限とした。

参加者には論題と論題に対して賛成もしくは反対という議論での立場を事前に通知

し、議論当日までに事前準備として発言材料となる資料を収集してもらった。また、参

加者は、自身の立場には関わらず指定された議論においての立場にて議論を行うもの

とする。

以上のような方法で を京都大学エネルギー科学研究科の講義「エネルギー社

会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」の最終講義「総合評価」に適用した。論題は講義での学習内

容を反映したエネルギー・環境問題に関する、社会的・環境的ジレンマを含むものと

した。講義への適用の概要を表 に示す。

表 講義への適用の概要

論題 Ⅰ 省エネのために電気料金を値下げすべきである

電力自由化を推進させるべきである

Ⅱ 全てのごみ処理は有料化すべきである

原子力発電所を撤廃すべきである

参加人数 Ⅰ 大学院学生（主に修士 回生） 名

Ⅱ 大学院学生（主に修士 回生） 名

グループ グループ ～ 名

各テーマ ～ グループ

実施日 Ⅰ 年 月 日 時 分～ 時 分

Ⅱ 年 月 日 時 分～ 時 分



講義への適用結果

項に沿った の実際の大学院の講義への適用により得た結果を以下に記す。

アンケート結果からの考察

論題に関する興味・関心について 　

　論題に関する興味・関心を高めることができたといえる。アンケート結果から議論

前後の課題テーマに対する意識は、議論前から 人中 人が意識「あり」と答え、

参加者の論題に対して問題意識が高かったことが読み取ることができた。しかし、こ

のような状況のなかでも議論を経て「なし」から「あり」に 名、各テーマで ～ 名

の意識が変化した。また、「あり」から「なし」に変化した参加者はいなかった。

議論についての感想からの考察

肯定的な感想 　

　議論後の感想から を用いた議論に肯定的な以下のような意見を得られた。こ

れらの感想から「学び方形成」、「認識形成」「人間形成」を促すことができたと考えら

れる。

・考えをまとめて問題をじっくり考えることができた 　議論参加者が論題について論

理的に考えながら議論を行うことを助け、考え方形成を促したといえる。

・自分以外の意見を聞く良い機会になった 　他者の意見を理解し、自分の価値観を見

直すことを助け、認識形成を促したといえる。

・議論の後でテーマを良く考えるようになった自分に驚いた 　課題に対して主体的に

行動する態度を形成したといえる。

このような結果から、講義へのディベート型の議論の適用は論題に対して興味・関

心を高め、「学び方形成」、「認識形成」と「人間形成」することができた。

一方で以下のような問題点も明らかになった。

否定的な感想



・インタフェースの問題 　

　 のインタフェースについて表示が見づらいというものがあった。特に議論が

進んだ後、新しい意見が加えられた時、それを探すのが難しいという意見が出された。

・議論の円滑化、ルール遵守の問題 　

　参加した学習者が議論や議論に慣れていないことを示す以下のようなものが見られた。

　・論理的でない意見や感情的な意見を繰り返す人がいると議論がしにくい 　グルー

プ単位のディベート型議論では、論理的でない発言や感情的な発言をする参加者

がグループ全体の議論に影響してしまう。

　・自分の立場とは異なる立場を与えられたので発言が出しにくい 　参加者の議論へ

の理解と慣れが足りなかったといえる。立場を指定することは、自分の価値観を

見直すことや多面的理解につながるため重要である。

　・考えをまとめるのに時間がかかり発言できない 　上の項目と同様、参加者の議論

への理解と慣れが十分でないことが原因といえる。しかし、グループの発言数が

分平均で 回を超えるグループも見られる。発言数が多く考えをまとめている

間に新しい発言があった場合はもう一度発言を考え直す必要があり、発言しにく

くなるということも考えられる。

・ノート機能についての問題 　

　「ノート」については講義の時間制限の中では利用しきれないという意見があった。

・論題の語句定義の問題 　

　議論後な感想にテーマ 「全てのごみ処理は有料化すべきである」の議論の中で

「ゴミ」という言葉の定義に関して不明瞭であるという発言があった。ゴミ処理の有料

化に関する問題は、参加者それぞれが何を「ゴミ」として議論するかにより、議論が

かみ合わない可能性がある。論題により議論の活性度、深さに差が生じてしまう。そ

のため、論題は慎重に設定する必要がある。

その他結果からの考察

・欠席者の問題 　

　当日に欠席者が出たことにより、 人のグループができてしまった。 人のグループ



では十分な議論を行うことができない。講義に適用する際に欠席者が出てくることを

無視することはできない。

講義の全体計画と議論支援システムの仕様のあり方の

検討

項より、エネルギー・環境問題を専攻する大学院生を対象に を講義に適

用し、議論を行うことは参加者の「学び方形成」、認識形成」を促し、論題に対する興

味・関心を高める効果あることが確認された。しかし、反面いくつかの問題点も明ら

かになった。

そこで、これらの昨年度「エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」講義への 適

用結果から、講義に適用する新たな議論方法と新たな議論支援システムのあり方と本

年度の全体計画の検討を行った。

議論支援システムによる支援の流れ

議論支援システムの仕様のあり方の検討から、本研究は参加者の事前準備、議論、議

論後の振り返りを包括的に支援することによって、より高い教育効果（狙い）を実現

することを目指す。

事前準備では、各参加者が自由に情報収集し、議論までに考えをまとめておく。そ

して、全参加者が集まり同時に議論を行う。議論後には、議論結果と議論結果の教員

による評価を各参加者にフィードバックする。各参加者が自由に他の参加者の議論結

果を閲覧したり、自らの議論結果とその評価を照らし合わせを行い議論を振り返る。

の講義への適用結果と議論方針、制限事項から検討した新たな議論方法、講

義での議論の狙い、更に制限事項の対応を図 に、また、議論の手順を図 に示す。

からの主な変更点は以下の 点である。

議論方法の変更

議論結果を 上に公開し、どこからでも閲覧できるようにする。

議論結果を教員が評価し、参加者にフィードバックする。

議論は図 の手順で行うが、以下にそれぞれの発言について説明する。



図 議論支援システムの狙いと制限事項と方法論の対応図

図 議論支援システムを用いた議論の手順



与えられた論題に対する自身の意見 　参加者が与えられた議論上の立場からではなく、

自分本来の立場からの意見を記述する。また、議論後にも本来の意見を入力し、そ

の変化から議論の論題に対する理解の変化を鑑みることができる。

トゥールミンモデルを用いた立論 　トゥールミンモデルを用い、主張、証拠、論拠の

要素からなる立論を行う。ここで用いるトゥールミンモデルを図 に示す。

質問・反論 　対立側の参加者のそれぞれの立論に対して、立論の各要素とその間の論

理的つながりについての質問や矛盾の指摘などを行う。

反駁 　参加者自身の立論に対する質問・反論に対して立場を防衛する発言を行う。

講義全体に対する感想 　参加者がエネルギー社会・環境科学の講義全体に対する感想

を記述する。講義計画へのフィードバックとなる。

図 新たな議論方法で用いるトゥールミンモデル

教育効果

「教育効果（狙い）」とは 項で説明したもので、本研究では、教育効果の高い議

論を講義で行うことを目的としている。教育効果の「論題への多角的な理解」、「論題

への深い理解」をまとめて「論題への理解」とし、「論理的思考」、「批判的思考」、「情

報整理能力」、「文章作成理解能力」をまとめて「能力の向上」とする。この教育効果

を実現する方法論との繋がりについては で説明する。

議論方針

本研究では、新たな議論支援システムを用いた議論方針を以下のように定めた。こ

の議論方針を実現することが間接的に議論の教育効果を実現することにつながるとい

える。



ディベートのルールを守る

ディベートの一般的なルールを守ること。具体的には以下の 点である。

与えられた立場を放棄してはならない

分かりやすいような記述を心がけること

論理的な記述を心がけること

揚げ足とり、水掛け論、論理の飛躍や屁理屈をさけること

マナーをわきまえた行動をすること

引用した場合は資料の情報を明示すること

論点の乱立の予防

議論に提出される論点が増え、議論が発散することを防ぐ。

議論の活性化

１つ１つの発言を補助し、議論を活性化する。

議論の円滑化

発言間の関係にを分かりやすくし、議論を円滑化する。

この議論方針を実現する方法論との繋がりについても で説明する。

制限事項

新たな議論支援システムは講義へ適用することを前提にしているため、以下の制限

事項に対応する必要がある。

講義の時間制限

講義出席者全員の参加

この制限事項を実現する方法論との繋がりについても で説明する。

方法論

本システムの教育効果、議論方針、制限事項への対応を実現する方法論について述

べる。



事前講義

議論本番前週の講義で、参加者にディベートについて理解し、慣れてもらうことを目

的として、事前講義を行う。具体的には以下の説明を行う。また、立場、参加 、パ

スワードの配布も行う。

・ディベートの主旨説明 　「ディベートとは何か」の中でディベートの教育効果を事

前に説明しておき、参加者が教育効果に留意しながら議論を行うことでより高い

教育効果を得ることができると考えられる。

・ディベートのルール説明 　 節でも触れたディベートの一般的なルールを守っ

てもらうために説明を行う。

・システムの使い方説明 　参加者が議論支援システムを理解し慣れることができるよ

うに、使い方を説明し、議論の予行練習を行う。

事前準備

参加者には、議論当日までに事前準備として論題についての考えをまとめ、論題に対

する本来の意見とトゥールミンモデルに基づいた立論を作成し、 や などに保

存して持参してもらう。事前準備を行うことが再学習となり、論題への理解を促す。ま

た、関連書物やインターネットの検索エンジンからの多くの資料の中から重要な情報

を取捨選択することで情報整理能力が向上すると期待される。

対 のグループ

同様、環境教育に適しているとされる グループ 名（賛成側・反対側各 名）

を基本として議論を行う。 対 の 名のグループで議論を行うことにより、他者の意

見を理解し、論題に対して新たな視点からのアプローチと参加者自身の価値観の振り

返りを促す。

対 の議論

を用いた議論では、 つのグループが つの掲示板形式で議論を行ったが、新し

い議論方式では対立側参加者とそれぞれ 対 での議論を並列して行う。 対 での議

論を並列して行うことによって、参加者が論点の乱立や発言数の多さにより議論の流

れを追いきれなくなることを予防する効果があると考えられる。また、議論が第 の

参加者に影響されないため論題への深い理解への効果も期待できる。

ネットワークの利用

ネットワークを介したコンピュータによって議論を行うことで参加者は発言しやすく



なる。また、議論の進行をサーバが一括して行うことにより、講義による時間制限と

多人数参加という制限事項をクリアすることができる。

文字ベースの議論

議論は文字ベースで行う。対面式の議論と比べ、抑揚や感情を付加しにくいが、読み

直し、書き直しが可能であることから文章を作成する能力・理解する能力を向上させ

ると考えられる。また発言を推敲することがそれぞれの発言をよりよいものにし、議

論を活性化させることにつながると期待される。

ディベート型の議論

ディベートの教育効果を活かしつ議論を講義で行うために、以下のディベートの特徴

を用いディベート型の議論を行う。

議論は論題に対して賛成と反対の つの立場に分かれて行う。また、この立場は

あらかじめ教員によって参加者がそれぞれ指定されるもので、議論中にその立場

を放棄してはならない。

それぞれの議論において発言は立論から始まり、立場により交互に行う。

トゥールミンモデル

図 に示したトゥールミンモデルに基づいて立論を主張、証拠、論拠の 要素に分け

て構成する。立論にトゥールミンモデルを用いることにより、参加者の要素間の論理

的つながりへの意識を高め論理的思考を促すと考えられる。

議論部の発言形式の統一

立論入力後、議論へと移るが、立論以降の議論では講義による時間制限から発言の形

式と回数を指定し、質問・反論と反駁（ばく）を対立側の参加者それぞれに各 回と

する。

議論中の振り返り

議論中にこれまでの自分やグループのメンバの発言を振り返ることが発言をまとめる

際の参考になると考えられる。

議論後の振り返り

議論後に改めて他の参加者及び自らの議論結果を振り返ることが、論題への理解につ

ながると考えられる。また参加者個人の議論結果を教員がそれぞれ評価し、評価結果

を参加者にフィードバックする。これは、議論の教育効果を更に引き出すと考えられ

る。また参加者の内省と学習計画に役立ち能力向上に繋がるとも考えられる。



講義の全体計画

項までで仕様について検討を行った議論支援システムの適用を実施する本年度

エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱの講義全体日程を表 に示す。第 ～ 週はエ

ネルギーと環境、人間社会との関わりについての担当教員の講義を行い、第 週では

項で述べた議論の円滑化、ルール遵守の問題から、議論実施前に参加者にディベー

トについて理解し、慣れてもらうことを目的に、事前講義を行う。そして第 週に議

論支援システムを用いて議論を実施する。

まとめ

本章では、議論支援システム の概要について説明し、 の昨年度「エネ

ルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」講義での議論への適用結果から講義に適用する新た

な議論方法と新たな議論支援システムのあり方の検討を行った。そして、議論支援シ

ステムで実現しようとする議論の教育効果、議論方針、制限事項への対応から方法論

を提案した。最後に仕様の検討を行った議論支援システムの適用を実施する本年度エ

ネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ講義日程を示した。

表 エネルギー社会・環境科学通論講義日程

エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ エネルギー社会・環境科学通論Ⅱ

第 ～ 週 エネルギーの需要と供給について エネルギと環境について

エネルギーの基礎について 手法について

電力システムについて バイオマスについて

省エネルギーについて リサイクル社会について

新エネルギーについて 原子力発電について

リスクコミュニケーションについて

第 週 ディベートのための事前講義

　　　　　　　・　ディベートとは何か

　　　　　　　・　議論支援システムの使用方法

　　　　　　　・　議論テーマの提示と質疑応答

第 週 ディベートの実施



第 章 議論支援システムの設計と開発

本章では 項で検討した仕様から議論支援システムの設計を行った。

本システムは と同様に、情報技術やネットワークの利点を生かして教育効果の

高い議論を行うためのコンピュータによるネットワーク型の議論支援システムである。

節で提案した議論方法を講義で実現するために、以下に述べる つの設計方針、

及び「議論支援」、「評価補助」、「議論結果公開」、「評価結果公開」の つの機能を実

装するシステムを構築する。

設計方針

ネットワーク利用 　ネットワークを利用することにより、クライアント の環境

にあまり左右されず、幅広い学習者を対象にできる。また、ネットワークを利用

すれば、時間的、空間的制約が無くなり、ネットワーク環境が整っている場所で

あればどこからでもシステムにアクセスして学習できる。本システムは集合形式

の講義を対象としているが、システムの使用方法を議論参加者があらかじめ知っ

ていて、なおかつ、参加者への指示を一斉に行う必要がない場合は、参加者それ

ぞれが遠隔地からアクセスして議論に参加する遠隔地授業への利用も可能である。

多人数で利用の実現 　議論参加者全員が一斉に議論を行うことから、多人数一斉利

用によるサーバへの負荷を考慮する。

論題の変更 　管理者が、サーバの情報を変更、追加により論題の設定を行えるよう

にする。

容易なユーザの管理 　管理者が各ユーザのユーザ とパスワードを設定できるよ

うにし、ユーザが本システムを利用するときは とパスワードを使ってログイ

ンの手続きをさせ、ユーザの判別ができるようにする。参加者ごとの議論進度も

サーバの情報を変更することで管理できるようにする。

フレキシブルなグループ管理 　同じテーマの議論を行う複数の議論参加者のグルー

プを作成できるようにする。管理者が、コミュニティへのユーザの振り分けと論



題の設定を行えるようにする。また議論当日の欠席者によってはグループの再編

成が必要になる場合が想定される。そのため、グループの設定は簡単に行えるよ

うにする。管理者がこれらの設定をしたいときは、ユーザ管理に関する情報を変

更・追加して行う。

ログ情報の保存 　ログ情報を保存し、議論後に議論参加者の振り返りや教師の評価

に生かせるようする。議論結果の公開と教員による議論結果の評価補助と参加者

への評価結果の公開を行う。

システム構成

作成するシステムは、図 に示すようにクライアント サーバシステムとし、クラ

イアントがサーバにネットワークを通じてアクセスする。サーバは、プラットフォーム

として または 社 を使用できる とし、

以上、メモリ 以上、ハードディスク容量 以上、を推奨する。ク

ライアントには、 社 以上をブラウザとして利

用可能な とする。

図 クライアント サーバの概念

システムのソフトウェア構成を図 に示す。

「議論支援」、「評価補助」、「議論結果公開」、「評価結果公開」にはそれぞれの機能

が必要であるため、サーバ側にはそれに対応した つのツールを作成する。これらの



図 システム構成

ツールは、クライアント側からの要求を受け取り、作業内容に応じて必要なデータを

サーバから参照し、クライアント側に送信する。また、作業内容に応じて必要な処理

を行い、サーバの情報を更新する。一方、クライアント側では、 ブラウザを通し

て、サーバ側から送られた情報を表示する。また、クライアントの要求は ブラウ

ザを通してサーバに伝えられる。以下に各ツールの概要を述べる。

議論支援ツール

学習者とグループの管理、学習者の発言と議論の進行の管理、議論データの保存を行う。

評価補助ツール

教員の議論データによる学習者の評価を補助する。学習者ごとに議論データを表示し、

教員の評価を保存する。

議論結果閲覧ツール

全議論データを 上に公開し、これを議論参加者、教員が閲覧する。

評価閲覧ツール

教員による学習者の議論データの評価結果を公開し、各学習者にフィードバックする。



各機能の流れと画面の説明

本節では、議論参加者と教員の行動の全体の流れを説明し、その後、各ツールでの

流れと画面説明を行う。

議論参加者の行動の全体の流れとしては、

事前講義に出席しディベートの主旨とルール、の使用方法の説明を受け、後日行

われる議論までに事前講義で与えられた論題と立場に基づいて各自、講義資料や

関連書物、 ページなどから情報を収集し考えをまとめ立論と参加者自身の本

来の意見を作成する。

議論当日には全参加者が、同時に「議論支援ツール」を用いて議論を行う。

議論後には、各参加者が「議論結果閲覧ツール」を用いた議論結果の閲覧と「評

価閲覧ツール」を用いた教員からのそれぞれの議論結果への評価の閲覧から議論

の振り返りを行う。

教員の行動の流れとしては、

事前講義前に論題を設定する。

議論後に「評価補助ツール」を用いてそれぞれが出題した論題の議論への参加者

の議論結果を一人ずつ評価していく。

また、参加者からの講義についての感想を「議論結果閲覧ツール」を用いて閲覧

し、翌年度以降の講義計画へのフィードバックとする。

議論支援ツール

図 に議論支援ツールを用いる際の議論参加者の行動の流れを示す。

議論支援ツールでは、各学習者が ブラウザを用い、議論支援トップページにア

クセスし、ログイン画面に進む。そこで事前に配布されたユーザ とパスワードを入

力する。ログインに成功すると、各学習者の論題と立場が表示される。確認した後、事

前意見入力画面へと移動し、指定された立場とは関係なく、議論テーマに対する各自

の意見を画面中央のフォームに入力する。次に、議論テーマに対する、立論（主張、証

拠、論拠）を入力する。立論は 回行うことができる。 つめの立論は必須とするが、

つめは任意とし、入力しなくてもよいこととする。そして、立論確認画面へ移動し、



図 議論支援ツールを用いる際の行動の流れ

立論入力画面で入力した立論を確認する。訂正する場合は、立論確認画面で訂正箇所

があるフォームをクリックし、訂正を行う。確認が終了すると全員の入力完了を待っ

て、自動的に質問・反論と反駁を行う議論画面へ移動する。

議論中の画面は図 に示すようにメニューフレームとターゲットフレームに分かれ

るメニューフレームのリンクをクリックするとリンク先がターゲットフレームに表示

される。

メニューフレームのリンクには以下のものがある。

トップ画面へのリンク 　ディベートの説明画面へのリンクである。

立論閲覧画面へのリンク 　グループ全ユーザのリンクがある。各ユーザの立論とそれ

に対する議論を閲覧するための画面へのリンクである。クリックすることでター

ゲットフレームにリンクに対応したユーザの立論に対する議論（立論、質問反論、



図 議論中の画面構成

反駁）が表示される。これらは議論の進行に合わせて更新されるようになっている。

質問・反論入力画面へのリンク 　対立側のユーザのリンクがある。クリックすること

でターゲットフレームにリンクに対応したユーザの立論とその立論に対する質問・

反論入力フォームが表示される。

質問反論閲覧、反駁入力画面へのリンク 　対立側のユーザのリンクがある。クリック

することでターゲットフレームにリンクに対応したユーザの自分の立論への質問・

反論とその質問・反論に対する反駁入力フォームが表示される。

事後意見入力画面へのリンク 　ディベートがすべて終了してからの事後意見入力画面

へのリンクである。

立論閲覧画面を図 に示す。メニューフレームの「立論閲覧」のユーザ名をクリック

することでリンクに対応したユーザ（立論ユーザ）の立論がターゲットフレームに表示

される。立論中に が記入されている場合は、その をクリックすると

が起動し、 のリンク先を別ウィンドウで表示する。また、ターゲットフ

レーム下部のユーザ名のリンクからリンクに対応したユーザ（質問ユーザ）からの質



問・反論と立論ユーザからの反駁を閲覧することができる。これらは議論の進行に合

わせて更新されるようになっている。

図 立論閲覧画面

質問・反論入力画面を図 に示す。質問・反論をする場合は、メニューフレームの

「質問・反論」の質問・反論をしたいユーザ名のリンクをクリックする。リンクに対応

したユーザ（立論ユーザ）の立論とその立論に対する質問・反論入力フォームがター

ゲットフレームに表示されるので、ターゲットフレーム上部に表示される立論ユーザ

の立論を参考にしながら、下部のフォームに質問・反論を入力する。入力が完了した

ら「送信」をクリックする。

反駁入力画面を図 に示す。自分への質問・反論を閲覧し、反駁を行う場合は、メ

ニューフレームの「自分への意見を見る」の質問・反論を閲覧したいユーザ名のリンク

をクリックする。リンクに対応したユーザ（質問ユーザ）の質問と質問ユーザの質問・

反論に対する反駁入力フォームがターゲットフレームに表示されるので、ターゲット

フレーム上部に表示される質問ユーザの質問・反論を参考にしながら、下部のフォー

ムに反駁を入力する。入力が完了したら「送信」をクリックする。

ディベートが終了したら、メニューフレームの「事後意見入力へ」をクリックして

事後意見入力へ進む。ディベートを終えての指定された立場とは関係のない論題に対

する意見を画面中央のフォームに入力する。事前意見のままでもよいが、ディベート



図 質問・反論入力画面

図 反駁入力画面



を通じて意見が変わった点、気づいた点があれば訂正、付加を行ってもらう。そして、

最後に講義全体への感想を入力する。

評価補助ツール

図 に評価補助ツールを用いる際の教員の行動の流れを示す。

図 評価補助ツールを用いる際の行動の流れ

評価補助ツールでは、教員が ブラウザを用い、評価補助トップページにアクセ

スし、そこで事前に配布されたユーザ とパスワードを入力し、ログインする。ログ

インに成功すると、グループ選択画面に移動する。表示される各教員の評価する論題

を確認し、評価するグループを選択する。次に学習者を選択し、個人の評価に移る。教

員が行う評価は、「事前・事後意見の評価」、「立論の評価」、「質問・反論の評価」、「反



駁の評価」、「議論全般を通じての評価」の つに分かれ、それぞれ別の画面で行う。各

評価の評価項目を表 に示す。

表 評価項目

事前・事後意見の評価項目 ディベート論題に沿っているか

論旨は通っているか

ディベートをして考えが深まったか

立論の評価項目 主張が論点を明確に陳述しているか

証拠が主張の論点を裏付ける具体的データを示しているか

証拠のデータが正しく、適切か

論拠が証拠を適切に用いて論点を支える論旨となっているか

質問・反論の評価項目 何を質問・反論しているか分かる文章になっているか

対立側立論の矛盾、弱点を的確に突いているか

反駁の評価項目 相手の質問・反論の趣旨を理解しているか

自分の立論の弱点を的確に突く相手に的確に反論しているか

議論全般の評価項目 ディベート論題に沿っている

自分の立場の防衛に成功している

立論の仕方を理解している

データの提示の仕方を理解している

感情的にならずに議論している

ディベートの主旨を理解している

評価補助ツールの画面例を図 に示す。評価は各項目 段階で行う。教員は画面上

部に表示される議論データを閲覧しながら、画面下部の評価項目ごとの 段階のラジ

オボタンをクリックして評価を行う。



図 評価補助画面例



議論結果閲覧ツール

図 に議論結果閲覧ツールを用いる際の行動の流れを示す。

図 議論結果閲覧ツールを用いる際の行動の流れ

議論結果閲覧ツールでは、全グループ全参加者の議論結果と感想を 上に公開す

る。参加者、教員は ブラウザを用いて議論結果閲覧トップページにアクセスし、

議論結果もしくは感想を閲覧する。

議論結果を閲覧する場合は論題、グループを選択し議論結果閲覧画面へと移動する。

画面右側のフレームの学習者ごとのリンクをクリックするとリンクに対応した学習者

の以下の議論データを画面左側のフレームに表示する。

立論

その立論に対する対立側からの質問・反論

質問・反論に対する立論を行った学習者の反駁



議論結果閲覧ツール画面例を図 に示す。

図 議論結果閲覧画面例

感想は学習者の所属するクラスごとに分類されており、感想を閲覧する場合は、ク

ラスを選択して感想閲覧画面へと移動する。

評価閲覧ツール

図 に議論参加者が評価閲覧ツールを用いる際の行動の流れを示す。

議論支援ツールでは、学習者が ブラウザを用い、トップページにアクセスし、

そこで事前に配布されたユーザ とパスワードを入力し、ログインする。ログインに

成功すると、教員による各学習者の議論データの評価が表 の項目ごとに表示され

る。評価閲覧ツールの画面例を図 に示す。画面最下部には議論結果閲覧へのリン

クがあり、議論結果閲覧と評価閲覧を併せて行うことにより、学習者の内省を促し、教

育効果の向上に効果があると考えられる。



図 評価閲覧ツールの流れ

図 評価閲覧ツール画面例



動作確認

「議論支援ツール」の動作確認として、議論で使用する予定である京都大学物理系

校舎第 演習室で 名の被験者で議論を行った。その結果、議論支援ツールが正常に

動作することを確認した。また、「評価補助ツール」、「議論結果閲覧ツール」、「評価閲

覧ツール」については 上に公開し、動作を確認した。

講義のために準備する資料

本システムを講義に適用する際にあたって、事前講義でディベートについて説明す

るプレゼンテーション資料、論題・立場・ ・パスワードが記された個人情報配布資

料、本システムの学習者用使用マニュアル、管理者用マニュアルを用意した。

まとめ

本章では、情報技術やネットワークの利点を生かして教育効果の高い議論を行うた

めのコンピュータによるネットワーク型の議論支援システムを設計・構築した。 節

で提案した方法で議論を行うためにネットワークの利用、多人数での利用、教育内容

の変更、ユーザ管理、グループ作成、ログ情報の保存を設計方針として、「議論支援」、

「評価補助」、「議論結果公開」、「評価結果公開」の つの機能を実装した。

そして、講義に適用する際に必要となる使用マニュアル等の資料を用意した。



第 章 議論支援システムの講義への適用

議論支援システムを本年度「エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」における議論に

適用した。

講義への適用の目的

提案した議論方法から設計した議論支援システムを利用して議論を行ってもらい、

データ分析を通じて、以下の 点を目的とする。

講義への適用で得られた議論データと教員による評価データより、提案した議論

方法と議論支援システムの有効性を評価する。

来年度以降、講義への適用をしていく際の問題点、改善点を考察する。

講義への適用の方法

京都大学物理系校舎演習室を利用して、本システム議論支援ツールの「エネルギー

社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」への適用を実施し、エネルギー・環境問題についての議論

を行った。

参加者

　議論は、エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱの履修している大学院生 Ⅰ 名、

Ⅱ 名の参加で行った。議論が日常生活の人間関係の影響を受けることを防ぐため

に、名前は公表しないこととした。

論題

エアコンは、例えば冷房の場合、 ℃以下に設定できないようにすべきである

将来の地球気候変動を抑制するために、二酸化炭素の地中隔離技術の開発・導入を

積極的に推進すべきである

バイオ燃料（バイオマス由来のあらゆる用途の燃料）のために税制優遇措置を導入

すべきである

原子力発電の使用済燃料を積極的に再処理すべきである



塩化ビニールを使った製品の生産・販売は政府が禁止すべきである

実験日

エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ事前講義： 年 月 日 時 分～ 時 分

議論： 年 月 日 時 分～ 時 分

エネルギー社会環境科学通論Ⅱ事前講義： 年 月 日 時 分～ 時 分

講義： 年 月 日 時 分～ 時 分

実験環境

　議論は京都大学構内の工学部物理系校舎第 ， 演習室（エネルギー社会・環境科学

通論Ⅰ）、第 ， 演習室（エネルギー社会環境科学通論Ⅱ）を利用して行った。議論

の様子を図 に示す。

実験条件

実験中の口頭での直接的な会話は禁止した。

実験中には各室 名が巡回し、操作の仕方などの質問に応対した。

議論中に必要な資料が欲しいときは、インターネットで検索をしてもらった。

講義への適用の方法の概要を表 にまとめる。



表 講義への適用の概要

論題 Ⅰ エアコンは、例えば冷房の場合、 ℃以下に設定できないように

すべきである

将来の地球気候変動を抑制するために、二酸化炭素の地中隔離技術の

開発・導入を積極的に推進すべきである

Ⅱ バイオ燃料（バイオマス由来のあらゆる用途の燃料）のために

税制優遇措置を導入すべきである

原子力発電の使用済燃料を積極的に再処理すべきである

塩化ビニールを使った製品の生産・販売は政府が禁止すべきである

参加人数 Ⅰ 大学院学生（主に修士 回生） 名

Ⅱ 大学院学生（主に修士 回生） 名

実施場所 Ⅰ 工学部物理系校舎第 演習室

Ⅱ 工学部物理系校舎第 演習室

グループ グループ ～ 名

各テーマ ～ グループ

実施日 Ⅰ 年 月 日 時 分～ 時 分

Ⅱ 年 月 日 時 分～ 時 分



図 議論風景



議論支援ツールの講義への適用結果

議論データ

参加者が、議論支援ツールを用いて議論を行うことでサーバ内には全発言のログ情

報が記憶されるが、その中から議論支援ツールの評価に用いるものについて記す。

論点数について

立論、質問・反論、反駁の議論データから、各発言で各参加者が新たに提示した論

点数と立論の際に提示した論点数から質問・反論と反駁を通じて最終的に提示した論

点数の変化をチェックした。論題（ のものを表 に、論題（ のものを表 に

示す。論題（ の論点の例としては、省エネ効果、健康、個人のライフスタイル、電

力負荷平準化、プロダクティビティーなどが挙げられる。

事前・事後意見の変化について

議論データの事前・事後意見をチェックし、各参加者が議論を通じて「論題に対する

多角的な理解」、「論題に対して深い理解」が見られたかをカウントした。事後意見で

事前意見とは別の価値観、視点で論点について触れていた場合に「論題に対する多角

的な理解」が促されたとする。また、事前意見から事後意見で同じ価値観、論点での

理解が進んでいた場合に「論題に対して深い理解」が促されたとする。

事前・事後意見の比較による学習者の理解の変化について論題（ のものを表

に、論題（ のものを表 に示す。



表 各発言での新たな論点の提示（論題（ ）

グループ 立場 立論での論点数 質・反での新たな論点数 反駁での新たな論点数 論点数の変化

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →



表 各発言での新たな論点の提案（論題（ ）

グループ 立場 立論での論点数 質・反での新たな論点数 反駁での新たな論点数 論点数の変化

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →

賛成 →

賛成 →

反対 →

反対 →

反対 →



表 事前・事後意見の比較による学習者の理解の変化（論題（ ）

グループ 立場 多角的な理解 深い理解

賛成 ●

賛成 ●

賛成 ●

反対 ●

反対 ● ●

賛成 ●

賛成

反対 ●

反対

反対

賛成 ●

賛成 ●

賛成

反対 ●

反対

反対

賛成

賛成 ●

賛成

反対 ●

反対 ● ●

反対 ●

賛成

賛成

賛成 ● ●

反対

反対 ●

反対 ●

賛成 ●

賛成

反対

反対

反対

賛成 ●

賛成 ●

反対 ●

反対



表 事前・事後意見の比較による学習者の理解の変化（論題（ ）

グループ 立場 多角的な理解 深い理解

賛成 ●

賛成 ●

賛成 ● ●

反対 ●

反対

賛成 ●

賛成 ●

賛成 ●

反対 ●

反対

反対

賛成

賛成 ●

賛成 ●

反対

反対

反対

賛成

賛成 ●

賛成 ●

反対

反対 ●

反対 ●

賛成 ●

賛成 ●

賛成

反対 ● ●

反対 ●

反対

賛成 ●

賛成 ●

反対

反対 ●

反対 ●



立場の放棄について

議論データから、各参加者が立場の放棄をしていないかチェックした。参加者が対立

側の質問・反論から自分の与えられた立場の防衛を怠っている場合に立場の放棄とみ

なした。 項でも述べたとおり、本システムを用いたディベート形式の議論におい

ては与えられた立場を放棄してはならない。議論データからの立場の放棄を表 に

示す。

論点の乱立について

議論データから、各参加者が論点の乱立やずれを導く発言を行った回数をチェックし

た。 項でも述べたとおり、本システムを用いた議論においては論点の乱立を防ぐ

ことを議論方針としている。質問・反論の対象となる立論が触れていない論点の質問・

反論、定義について質問を論点の乱立やずれを導く発言とした。

論題（ での論点の乱立、ずれを導く発言例としては、冷房の設定温度を強制的に

高くすることが、ライフスタイルの自由に反するとする立論に対して、地球環境の観

点からは制限が必要であるとするまったく別の論点からの質問・反論や、論題の 度

を基準とする理由についての論題の定義への質問・反論など挙げられる。

議論データからの論点の乱立、ずれを表 に示す。

感情的な発言について

議論データから、各参加者が行った感情的な発言をチェックした。その結果を、表

に示す。

情報提示方法について

議論データから、立論における引用部分の明示と引用文献の情報の付与を行ってい

ないものをチェックした。その結果を表 に示す。



表 議論データからの立場の放棄

立場の放棄 立場の放棄



表 議論データからの論点の乱立、ずれ

論点の乱立、ずれ 論点の乱立、ずれ



表 議論データからの対立側への中傷と教員の評価

評価項目 対立側への中傷 評価項目 対立側への中傷



表 議論データからの引用方法の間違い

評価項目 引用の仕方の間違い 評価項目 引用の仕方の間違い



教員による議論結果評価データ

評価補助ツールを用いて教員が議論結果を評価することで、サーバ内には全評価のロ

グ情報が記憶されるが、その中から議論支援ツールの評価に用いるものについて記す。

議論支援ツールの方法論と評価項目の関連

議論支援ツールが教育効果、議論方針、制限事項への対応を実現できたか評価する

ために、各方法論と対応する評価項目を選択し、表 に示す。この項目の評価点が

高いほど各参加者が本システムの方法論を正しく実行しているとする。

ディベート型の議論、文字ベースの議論、議論部の発言形式の統一については、議

論全般に関することであるので、特定の項目に対応させることができなかった。しか

し、これらの項目は議論全般を通じて、教育効果、議論方針、制限事項への対応の実

現と深く関連していると考えられるので、議論を通じての評価の平均点と対応させた。

教育効果と評価項目の関連

本システムが教育効果を実現できたか評価するために、表 に示すような各教育

効果に対応する評価項目を選択した。この評価点が高いほど参加者の各教育効果が対

応している能力が高いとする。

表 議論支援ツールの方法論と関連する評価項目

方法論 評価項目

主旨説明 評価項目 の平均点

ルール説明 評価項目 から の平均点

事前学習 評価項目 の平均点

トゥールミンモデル 評価項目 の評価点

ディベート型の議論 評価項目 から の平均点

文字ベースの議論 評価項目 から の平均点

議論部の発言形式の統一 評価項目 から の平均点

対 のグループ 評価項目 から の平均点

対 の議論 評価項目 から の平均点



表 教育効果と関連する評価項目

教育効果 評価項目

論題に対する深い理解 評価項目 の評価点

論理的思考 評価項目 から の平均点

批判的思考 評価項目 の評価点

情報整理能力 評価項目 と の平均点

文書作成・理解能力 評価項目 と の平均点

議論支援ツールについての考察

項より、議論支援ツールが教育効果、議論方針、制限事項への対応を実現できた

か評価する。

教育効果についての考察

議論支援ツールが教育効果を実現できたかについて考察する。

論題に対する多角的な理解について

表 、表 の立論から反駁までの論点数の増加と議論全般を通じての評価と表

による方法論に対応する評価項目の評価点の相関係数を取った。その結果を表 に

示す。

各方法論の相関係数を見てみるとその値は全て弱い負の相関を示している。このこ

とから、議論支援ツールは論題への多角的な理解を促しているとはいえない。

しかし、議論データの事前・事後意見の比較から 名中 名に多角的な理解の進

展が見られた。

以上から、本システムの「論題に対する多角的な理解」への有効性については、再

度評価する必要がある。

論題に対する深い理解 論理的思考 批判的思考 情報整理能力 文書作成・理

解能力について

議論支援ツールが、本システムを用いた議論の つの教育効果である「論題に対す

る深い理解」「論理的思考 批判的思考」「情報整理能力」「文書作成・理解能力」



を実現するために有効であったかを評価するために、各参加者の方法論に基づいた本

システムの利用と教育効果の関係を考察した。まず、表 による方法論に対応する

評価項目の評価点と表 による教育効果に対応する評価項目の評価点の相関係数を

取った。その結果を表 に示すに示す。

方法論別に教育効果との相関係数を見ていく。

主旨説明について

　主旨説明は、ディベートの効用を理解して意識しながら議論に挑むことにより、教

育効果を高めることを目的に行った。表 から各教育効果との相関係数を見てみる

と、全ての教育効果に対して高い相関係数を示した。

ルール説明について

　ルール説明は、参加者に議論でディベートの基本的なルールを守らせることを主な

目的に行った。表 から各教育効果との相関係数を見てみると総じて高い数値を示

した。ただ、「論題に対する深い理解」については他項目と比べて低い値を示している。

ここからルールを守った議論が論題への理解よりも能力向上への効果が高いのではな

いかという可能性が示された。

事前学習について

　事前学習は、再学習による参加者の「論題への深い理解」と、情報収集と自分の考

えをまとめることによる「情報整理能力の向上」を主な目的に行った。表 から各

教育効果との相関係数を見てみると「論題に対する深い理解」との相関係数が最も高

くなっている。

トゥールミンモデルについて

　トゥールミンモデルは立論を主張、証拠、論拠で構成し、論理的に考えをまとめる

ことを主な目的に行った。表 から教育効果との相関を見ると、「文章作成・理解能

表 方法論と論題に対する多角的な理解の相関係数

主旨説明 ルール説明 事前学習 トゥールミンモデル ディベート型の議論

文字ベースの議論

議論部の発言形式統一

対 のグループ

対 の議論

多角的な理解



力」との相関がもっとも高い相関係数を示した。また、「文書作成・理解能力」と同程

度、「論理的思考」との相関係数が高い数値を示していた。

ディベート型の議論、文字ベースの議論、議論部の発言形式統一、 対 の議論、

対 の議論について

　表 から議論を通じての評価の平均と各教育効果との相関係数は、全ての教育効

果に対して高い相関係数を示した。よってこれら つを含む方法論は議論を教育効果

の高いものにするために有効であったといえる。

表 方法論と教育効果の相関係数

主旨説明 ルール説明 事前学習 トゥールミンモデル ディベート型の議論

文字ベースの議論

議論部の発言形式統一

対 のグループ

対 の議論

深い理解

論理的思考

批判的思考

情報整理能力

文書作成・理解能力

議論の方針についての考察

ディベートのルールについて

　表 、表 から、立場の放棄、感情的な発言はほとんど発生せず、議論支援ツー

ルによる議論は立場の放棄とマナー違反、揚げ足とり、水掛け論、論理の飛躍や屁理

屈を防ぐために有効であったといえる。

表 から、 名中 名が正しい引用方法で証拠の情報を提示をしているとはいえ

ず、事前講義での詳しい説明と議論支援ツールにより、引用部分の明示と引用文献の

情報の付与という正しい情報提示を促す対策を考える必要がある。

論点の乱立の予防について

表 から論点の乱立はほとんど起きなかったといえる。この程度の論点の提出であれ

ば、論点の乱立で参加者が混乱することはないと考えられる。実際、ほとんどの論点

の乱立、ずれを含む質問・反論をされた参加者も混乱することなく議論を続けていた。



そして、表 と表 、表 から論点の乱立が「論題に対する多角的な理解」に

与える影響について考えた。

また、「論題への多角的な理解」は、グループ内の他メンバの考えに触れることによ

り促されると考えられるため、グループごとの「論題に対する多角的な理解」につい

て比較した。

グループの全議論の中で論点の乱立、ずれが無かったグループとあったグループに

ついてグループメンバ中の議論を通じて「論題に対する多角的な理解」が進んだ参加

者の確率を見てみると、論点の乱立、ずれが無かったグループでの確率が ％であ

るのに対し、論点の乱立、ずれがあったグループでの確率は ％であった。

これは論点の乱立、ずれを含む発言が議論にあることで、結果的に議論で扱われる

論点が増え、ショック療法的に「論題に対する多角的な理解」を促したのではないかと

考えられる。

制限事項についての考察

項の方法で講義への適用を実施し、制限事項については以下の結果を得た。

時間制限について　エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱにおいて講義時間内に議論

の全手順を終了することができた。よって時間制限については、 項の方法論であ

る「ネットワーク利用」と「発言形式の統一」によって実現できたといえる。

多人数参加について　エネルギー社会・環境科学通論Ⅰにおいて 名、Ⅱにおいて

名の参加者があったが、サーバは終始安定していた。よって中規模程度の講義の人

数参加については 項の方法論である「ネットワーク利用」と「発言形式の統一」

実現できたといえる。

評価補助ツールの講義への適用結果

評価補助ツールは、教員の議論結果の評価を保存した。また、使用した教員からの

感想として、評価が行いにくい、時間がかかるというものがあった。



評価補助ツールについての考察

教員別論題別の評価の特徴についての考察

教員（論題）ごとにどこに重点を置いて評価を行うかに特徴があると考えられる。そ

こで教員（論題）ごとに議論を通じての評価の平均を議論についての総合的な評価と

し、教育効果についての評価点との相関係数をとった。その結果を表 に示す。こ

の相関係数が大きいほど、教員は対応する教育効果を評価する際に重要視すると考え

られる。

教員（論題）ごとに比べてみると、それぞれ評価に特徴があることが分かる。論題

（ の教員は各教育効果を比較的万遍なく評価している。論題（ ）と（ ）の教員は

文書作成・理解能力と批判的思考を重要視して評価している。そして論題（ と（ ）

の教員は論題に対する深い理解以外の 項目を重要視し、論題に対する深い理解は総

合的な評価にほとんど反映されない。論題（ については弱いが負の相関がある。

この特徴は論題の性質によるものなのか、教員の性質によるものなのかはここから

は判断できない。

全体でみてみると、論題に対する深い理解に比べ、他の 項目を重要視している。

評価補助手法についての考察

評価を行いにくい理由として、全ての発言履歴が学生別に表示されるため、質問・反

論を評価する際に、質問・反論の対象である別の参加者が行った立論を見るためペー

ジを移動せねばならない点を指摘する意見があった。

表 論題ごとの各教育効果についての評価点と総合的な能力との相関係数

論題（ 論題（ 論題（ 論題（ 論題（ 全体

論題に対する深い理解

論理的思考

情報整理能力

文書作成・理解能力

批判的思考



評価項目についての考察

評価にかかる時間を減らすために評価項目を減らすことができないかと考え、評価

項目の中に重複するものが全体と論題ごとの評価項目 から の評価点で主成分分析

を行った。評価項目 から は事前・事後意見の評価であるため分析対象からは除外

した。

その結果から、主成分の固有値、寄与率と評価項目の主成分負荷量を表 に示す。

表 の主成分負荷量から主成分 を議論についての総合的な能力と定義し、主成分

を立論の評価と定義した。次に、寄与率がもっとも大きい議論についての総合的な能

力（主成分 ）の主成分負荷量を 軸に、寄与率が 番目に大きい立論の評価（主成分

）の主成分負荷量を 軸にとり評価項目 から の主成分負荷量をプロットしたもの

を図 に示す。また、各評価項目を主成分 の主成分負荷量によってクラスター分

析にかけた結果による評価項目の分類を図 に示す。組合せの高さが低いものほど評

価項目間の関連が強いことを表している。

この結果から評価の質を低下させることなく、評価項目を削減することができると

考えられる。



表 主成分の固有値、寄与率と評価項目の主成分負荷量

固有値 寄与率

主成分№ ％

主成分№ ％

主成分負荷量 主成分 主成分

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目

評価項目



図 各評価項目の主成分負荷量

図 評価項目間の関連



評価閲覧ツール、議論結果閲覧ツールについて

評価閲覧ツールと議論結果閲覧ツールについては動作確認のみで、参加者に公開す

るまでには至らなかった。

管理について

本年度の適用から本システムの管理手法について改良の提案を行う。

、パスワード、立場、グループとそれに伴うフォルダなどの自動作成

データベースによるログの体系的な管理

講義当日のグループ自動調整

まとめ

章で構築した議論支援システムのうち議論支援ツールと評価補助ツールを「エネル

ギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」へ適用した。

本章では、その適用による議論結果と議論結果の教員による評価から、提案した議

論方法と議論支援システムの有効性を評価すること、来年度以降への指針を得ること

を目的とした。

議論は京都大学物理系校舎演習室において、「エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」

それぞれ大学院生 名、 名の参加で行った。その結果から本システムの有効性につ

いて以下の評価と改善点・課題が明らかになった。

まず、議論支援ツールについての評価について述べる。

教育効果について

本システムは、論題に対する深い理解 論理的思考 批判的思考 情報整理能力 文

書作成・理解能力の教育効果の向上について有効であったといえる。

論題に対する多角的な理解に対しては、今回の結果から有効であったとはいえな

かった。今後、議論後の振り返りによる実現や参加者による主観的評価から再度

評価する必要がある。

議論方針について



本システムによる議論では、立場の放棄、感情的な発言を防ぐことができた。し

かし、正しい情報提示を促したとはいえず、事前講義での詳しい説明、議論支援

ツールのよる正しい情報提示を促す手法を考える必要がある。

本システムにより、論点の乱立を防ぐという議論方針は実現することができた。

しかし、論点の乱立を防ぐことが、参加者の多角的な理解を妨げている可能性が

ある。

制限事項について

本システムは、時間制限、多人数の参加という制限事項について有効に対応でき

たといえる。

次に、評価補助ツールの適用結果と教員からの意見より、以下の考察を得た。

教員、または論題によって評価の際に重要視される教育効果に特徴がある。

評価の際の発言の表示法に改善の余地がある。

評価簡易化のために評価の質を落とすことなく、評価項目を削減することができる。



第 章 更なる改良の検討

「エネルギー社会・環境科学通論」で行った議論参加者の意見から、インタフェー

ス改良のための実験を行った。その実験結果と講義への適用結果から、本システムの

改良のための検討を行った。

インタフェース改良のための実験

議論支援ツールの講義への適用における感想は、来年度以降の講義計画へのフィー

ドバックを目的として、議論以外のエネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱの講義につい

て感じたことを記入してもらうよう参加者に指示していた。しかし、その感想の中で

議論支援ツールについて使いにくいという意見や改善が必要であるという意見があっ

たため、来年度以降の議論支援ツールのインタフェース改良のための実験を行った。

インタフェース改良のための実験

議論支援ツールについての参加者の主観的評価をえるために実験を行った。

インタフェース改良のための実験の方法

　エネルギー社会・環境科学通論への適用と同じ手順で議論支援ツールを用いて議

論を行う。感想には議論支援ツールを使った議論を通しての感想を記入してもらった。

参加者

　実験は、大学院生 名 グループで議論を行った。

論題

「エアコンは、例えば冷房の場合、 ℃以下に設定できないようにすべきである」

実験日

年 月 日 時 分～ 時 分

実験環境

京都大学宇治キャンパス 号室にて



表 に示す概要で本システムを用いた議論を行い、実験者がインタビュー形式で画

面表示、使い勝手等で問題がないか被験者に気づいた点を尋ねる。

表 インタフェース改良のための実験の概要

論題 エアコンは、例えば冷房の場合、 ℃以下に設定できないように

すべきである

参加人数 大学院学生（主に修士 回生） 名

実施場所 京都大学構内

論題 名 グループ

実施日 年 月 日 時 分～ 時 分

インタフェース改良のための実験の結果

議論中の他ユーザ間の議論を追いかけようとすると議論閲覧画面には質問・反論、

反駁が表示され立論が表示されないため議論が追いかけにくい

自分の意見を見直そうとすると「既に行いました」とのみ表示され、発言内容が

表示されず、自分の発言を振り返りにくい

新しいメッセージが着たことを通知して欲しい

自分のすべき発言の中で、完了した発言と未完了の発言の表示を区別して欲しい

字数制限がある部分には文字数カウンターが欲しい

議論が 往復で終わってしまうため物足りない

トゥールミンモデルを使う必要性が感じられない

改良方法の検討

この項では議論方法と本システムの改善策を提案する。



議論支援ツールについて

議論の物足りなさについて 　

議論が 往復で終わってしまうため議論が物足りないという意見があったが、講

義の時間制限の問題で 往復の議論を行うことは難しい。そこで、議論終了後に

自由発言形式の掲示板を設置することを考えた。議論が終了した参加者から掲示

板のほうに移動して自由に意見を交わす場を設けることで、議論の物足りなさを

小さくできることができると考えられる。

トゥールミンモデルについて 　

立論に対する質問・反論は、立論の主張、証拠、論拠の 要素の内容についての

ものか要素間のつながりについてのものに分類される。 また、本システムでの

トゥールミンモデルを用いた立論とその後の質問・反論、反駁について、その論

理的構造を視覚的、直感的に理解できるとはいえなかった。以上のことから、来

年度への議論の論理構造提示モデルを図 に提案する。この論理構造提示モデ

ルを用いることで、 つの立論に関する全ての議論を同ページ閲覧することがで

きる。

情報提示の方法について 　

情報の提示方法については事前講義で必要性と方法を説明するとともに、引用部

分は色を変えたり、引用文献の情報入力欄を設けるなど正しい情報提示を促す方

法を考える必要がある。

論点について 　

発言数が決められている本システムを用いた議論では、論点の乱立は見られなかっ

た。しかし、参加者が混乱しない程度であれば議論の場に論点が多く提示された

ほうが、参加者の「論題に対する多角的な理解」を促すという可能性が示唆され

た。よって本年度のような発言回数が制限されているような議論において参加者

に、あえて論点の乱立、ずれを促すような発言を禁止するといった指導は必要な

いと考えられる。

そして、 で行っていたように参加者が発言する際に表 のような価値基

準を付与することによって、参加者の混乱を防ぐとともに、議論が充実するので

はないかと考えられる。また、本年度の議論データをチェックしていた所感から

において用いていた「技術」「便利さ」「経済」「自然」「国際化」に「エネ



ルギー」の基準を加えることを提案する。

議論中の振り返りについて 　

議論が追いかけにくい、発言が振り返りにくいといった問題点は、新たな議論構

造提示モデルを用いることで、 つの画面に つの立論に関する全ての発言を表

示することができるため解決することができると考えられる。

図 新たな議論構造提示モデル

評価補助ツールについて

評価方法について 　

本システムでは、発言を参加者ごとに表示して評価を行ったため、議論の流れを

追いながら評価を行いにくいという意見を得た。そこで、評価補助ツールにおい

ても 項で提案した新しい議論構造提示モデルを用いることで、議論の流れに

沿った評価を補助することができると考えられる。

評価項目について 　

で評価に時間がかかるという問題点から評価項目の削減について述べた。そ

こで、図 をもとに、関連の強いものから評価項目を統合していき、表 から

項目を削減した評価項目一覧を表 に示す。

議論結果閲覧ツールと評価閲覧ツールについて

議論結果閲覧ツールと評価閲覧ツールについては、議論支援ツールと評価補助ツー

ルの改良を反映させる。



表 評価項目改良案

事前・事後意見の評価項目 ディベート論題に沿っているか

論旨は通っているか

ディベートをして考えが深まったか

立論の評価項目 主張が論点を明確に陳述しているか

主張、証拠、論拠が論理的に構成されているか

質問・反論の評価項目 質問・反論が対立側の矛盾、弱点を的確に突いているか

反駁の評価項目 対立側に質問・反論から自分の立場を防衛しているか

議論全般の評価項目 ディベートの主旨を理解している

データの提示の仕方を理解している

感情的にならずに議論している

まとめ

本章では 章で述べた本システムの「エネルギー社会・環境科学通論」への適用結果

とインタフェース改良のために行った実験結果から、本システムの改良案を提案した。

具体的には、議論支援ツールについては、新たな議論構造提示モデル、情報提示方

法、議論後の自由発言形式の掲示板の設置など、評価補助ツールについては、新たな

議論構造提示モデルの適用、評価項目の削減を提案した。



第 章 結論

本研究では、エネルギー・環境教育の方法としてディベート形式の議論を講義で行

うことを目的としてネットワークを利用したコンピュータによる議論支援システムを

設計・構築し、その評価を行った。

第 章では、研究の背景として、環境教育の必要性について述べた後、我が国の教育

の現状と環境教育への動きと取り組みについて触れた。本研究では、その取り組みの

ひとつとしてのディベート教育に着目した。そして、ディベート教育の利点と講義で行

う場合の問題点を考慮し、一昨年度、本研究室鮫島ら開発の議論支援システム

の講義への適用結果を踏まえ、エネルギー・環境教育を効果的に行える学習方法の創

出を本研究の目的とした。

第 章では、まず、議論支援システム の概要について説明した。 の議

論モデルは、議論の進展の論理構造を明示する「論理構造提示モデル」と、各自の価

値観を元に提案に対する立場を明示する「立場算出モデル」で構成される。

伊藤らは を昨年度、京都大学エネルギー科学研究科の講義「エネルギー社会・

環境科学通論Ⅰ Ⅱ」最終回での議論に適用した。その結果 による議論は、論題

に対して興味・関心を高め、参加者が論題について論理的に考えながら議論を行うこ

と、自分の価値観を見直すことを助け、課題に対して主体的に行動する態度を形成し

た。しかし、いくつかの改善すべき問題点も明らかになった。

このような結果から、本年度講義に適用する議論のために新たな議論方法と議論支

援システムのあり方の検討を行った。

第 章では、情報技術やネットワークの利点を生かして、議論を行うこと、多人数

での利用、参加者とグループの管理者による容易な管理、ログ情報の保存とフィード

バックを設計の方針として、コンピュータを使ったネットワーク型の議論支援システ

ムを設計した。次に、提案した手法での議論を行うための「議論支援」「評価補助」「議

論結果閲覧」「評価結果閲覧」ができる つの機能を実装するシステムを構築した。

そして、構築した議論支援システムの動作確認を行い、その結果、議論支援システ

ムの各機能が正常に動作することを確認した。

第 章では、構築した議論支援システムを本年度「エネルギー社会・環境科学通論

Ⅰ Ⅱ」最終回での議論に適用した。適用による議論結果と議論結果の教員による評価



から、提案した議論方法と議論支援システムの有効性を評価することを目的とした。

まず、議論支援ツールについての評価について述べる。

教育効果について、本システムは論題に対する深い理解 論理的思考 批判的思考 情

報整理能力 文書作成・理解能力の教育効果の向上について有効であったといえる。し

かし、論題に対する多角的な理解に対しては、今回の結果から有効であったとはいえ

なかった。今後、議論後の振り返りによる実現や参加者による主観的評価から再度評

価する必要がある。

議論方針について、本システムによる議論では、立場の放棄、感情的な発言を防ぐ

ことができた。しかし、正しい情報提示を促したとはいえず、事前講義での詳しい説

明、議論支援ツールのよる正しい情報提示を促す手法を考える必要がある。また本シ

ステムにより、論点の乱立を防ぐという議論方針は実現することができた。しかし、論

点の乱立を防ぐことが、参加者の多角的な理解を妨げている可能性がある。

制限事項について、本システムは、時間制限、多人数の参加という制限事項につい

て有効に対応できたといえる

次に、評価補助ツールについて述べる。本年度評価補助ツールを用いて全参加者に

ついての評価が行われたが、評価を行った教員から、使いづらい、時間がかかるとい

う意見があった。そこで、評価の際の発言の表示法と評価簡易化のために評価項目の

削減について考えた。

章では、「エネルギー社会・環境科学通論Ⅰ Ⅱ」への適用結果とインタフェース改

良のための実験から、更なる本システムの改良案を提案した。

議論支援ツールについては、新たな議論構造提示モデル、情報提示方法、議論後の

自由発言形式の掲示板の設置など、評価補助ツールについては、新たな議論構造提示

モデルの適用、評価項目の削減を提案した。
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